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平成29年１月26日（木曜日）

午前９時58分開会

会議に付託された議案等

○環境対策及び農林水産業振興対策に関する調

査

○その他報告事項

・第12次鳥獣保護管理事業計画の策定について

・林業労働災害の現状と再発防止対策について

出席委員（８人）

委 員 長 右 松 隆 央

副 委 員 長 島 田 俊 光

委 員 外 山 衛

委 員 山 下 博 三

委 員 黒 木 正 一

委 員 河 野 哲 也

委 員 図 師 博 規

委 員 井 上 紀代子

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

環境森林部

環 境 森 林 部 長 大 坪 篤 史

環境森林部次長
川 野 美奈子

（ 総 括 ）

環境森林部次長
那 須 幸 義

（ 技 術 担 当 ）

部 参 事 兼
大 西 祐 二

環 境 森 林 課 長

みやざきの森林
長 友 善 和

づくり推進室長

環 境 管 理 課 長 川井田 哲 郎

循環社会推進課長 温 水 豊 生

自 然 環 境 課 長 廣 津 和 夫

森 林 経 営 課 長 渡 幸 一

山村･木材振興課長 下 沖 誠

み や ざ き ス ギ
三重野 裕 通

活 用 推 進 室 長

林業技術センター所長 西 山 悟

木 材 利 用 技 術
小 田 久 人

セ ン タ ー 所 長

工 事 検 査 監 甲 斐 良 一

事務局職員出席者

議 事 課 長 補 佐 伊 豆 雅 広

議 事 課 主 査 原 田 一 徳

○右松委員長 ただいまから環境農林水産常任

委員会を開会いたします。

お手元に日程案を配付しておりますが、本日

の委員会につきましては、鳥インフルエンザの

対応を考慮し、当初予定しておりました農政水

産部の審査は取りやめ、環境森林部のみ審査を

行うこととしたいと考えております。

なお、委員会終了後に、引き続きこの委員会

室にて、木城町における高病原性鳥インフルエ

ンザの疑似患畜の確認に伴う対応状況等につい

て、御報告を受ける予定としております。

それでは、日程案のとおり行うこととしてよ

ろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○右松委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前９時58分休憩

午前10時０分再開

○右松委員長 委員会を再開いたします。

平成29年１月26日(木)
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報告事項について説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○大坪環境森林部長 おはようございます。本

年もどうぞよろしくお願い申し上げます。

私ども、昨年は、杉の生産が25年日本一とい

うことで、県内外に向かって積極的にＰＲをし

たんですが、本年のキャッチフレーズは、本格

的な再造林元年ということにいたしました。

12月の常任委員会でもさまざまな御議論があ

りまして、地域ごとに事情がさまざまでござい

ますので、そういったものを十分踏まえながら、

農林振興局単位で管内の市町村や林業団体等と

密接に連携をして、その地域に合った問題、そ

してその対策というものを十分に議論したいと

いうふうなお話をしました。

早速、そういった組織づくりを本年１月から

スタートしてまいりたいと考えているところで

ございます。

将来、25年、50年に向かって、本県の森林林

業が持続的に循環可能なものとなるように、そ

して山村地域が十分に所得があって、しっかり

と生活ができて、そして地域振興も図れるよう

な、そんな対策を一体となって進めてまいりた

いと考えているところでございますので、今後

ともどうぞよろしくお願い申し上げます。

常任委員会資料の表紙をごらんください。

本日は、まず、第12次鳥獣保護管理事業計画

の策定について、その内容やスケジュール等に

ついて御説明をした後に、最近、残念ながら林

業労働災害が多発しておりますので、その現状

と再発防止対策について御説明をいたします。

詳細はそれぞれ担当課長から説明しますので、

よろしくお願いします。

以上でございます。

○廣津自然環境課長 委員会資料の１ページを

お開きください。

第12次鳥獣保護管理事業計画の策定について

御説明いたします。

まず、１の計画の概要でありますが、この計

画は鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に

関する法律に基づき、策定するものでありまし

て、２つ目の丸のそれぞれの役割にありますよ

うに、国の定めた基本指針に即して知事が定め、

県や市町村、関係団体は、その計画に基づきま

して、鳥獣の保護管理を実践することになって

おります。

２の計画期間でございますが、平成29年４月

１日から５年間であります。

次に、３の計画案の主な内容の（１）の鳥獣

保護区、特別保護地区に関する事項についてで

あります。

鳥獣保護区は、生物多様性の保全に資するた

めに指定することができるとされておりますが、

狩猟が禁止されておりますことから、保護区周

辺において鹿やイノシシの被害が深刻になるな

どの事例が見受けられております。

このため、近年は、鳥獣保護区の更新に当た

りまして関係者の同意が得られず、更新されな

い場合もありまして、表の中ほどの第11次計画

と実績の欄にありますように、計画に対し、実

績は６カ所、5,445ヘクタール減って、101カ所

の５万4,727ヘクタールとなっております。

また、鳥獣保護区の区域内で、一定の開発が

制限される特別保護地区につきましては、計画

に対し、実績は１カ所、104ヘクタール減りまし

て、７カ所の1,892ヘクタールとなっております。

このようなことから、第12次計画につきまし

ては、市町村を通じて事前に地元の意向を伺っ

たところ、廃止・縮小の要望がありましたこと

平成29年１月26日(木)
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から、鳥獣保護区につきましては100カ所、５

万3,900ヘクタール、特別保護地区が変わらず７

カ所の1,892ヘクタールの計画としております。

次に、（２）の鳥獣の人工増殖及び放鳥獣に関

する事項であります。

鳥獣保護思想の普及啓発や自然保護に対する

意識の向上を図るため、県の鳥であり、準絶滅

危惧種に指定されておりますコシジロヤマドリ

と国の鳥でありますキジの放鳥を計画しており

ます。

コシジロヤマドリにつきましては、年20羽、

計100羽の放鳥を目指しておりまして、ニホンキ

ジにつきましては、出会い数が増加傾向にあり

ますことなどから、第11次計画から半減しまし

て、５年間で4,000羽の計画としております。

次に、２ページをごらんください。

（３）の鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の採取等

の許可に関する事項のうち、①の狩猟免許を有

していない農林業者が行う有害鳥獣捕獲に関す

る規制のあり方についてであります。

有害鳥獣捕獲は、それぞれの市町村におきま

して、主に捕獲班により行われておりますが、

第11次計画では、農林業被害を防止する観点か

ら、農林業者は狩猟免許を有していなくても、

みずからの事業地内で囲いわなを用いてイノシ

シ等を捕獲する場合、許可することができると

しております。

第12次計画では、これに加えまして、みずか

らの事業地内で、小型の箱わな等によりアナグ

マ、アライグマ等の小型の鳥獣を捕獲する場合

にも、許可できるようにしたいと考えておりま

す。

これによりまして、農林業者による小型の有

害鳥獣の捕獲が促進されるとともに、捕獲班は

鹿やイノシシ等の捕獲に専念できるようになり

ますので、効率的に有害鳥獣捕獲が行われるよ

うになるものと考えております。

次に、②の有害鳥獣捕獲に係る許可日数につ

いてであります。

有害鳥獣の捕獲許可期間につきましては、被

害の実態や住民の安全などを考慮しまして、必

要最小限の期間としております。

第11次計画では、イノシシ、鹿、猿などにつ

いては原則90日以内、その他の鳥獣については

原則30日以内としております。

第12次計画では、被害の実態や関係者の要望

等を踏まえまして、イノシシと鹿について原

則180日以内に、また、アナグマ、アオサギ、ゴ

イサギについて原則90日以内にしたいと考えて

おります。

これによりまして、より被害実態に応じた捕

獲日数を確保することができるようになるもの

と考えております。

最後に、計画策定のスケジュールであります。

これまで市町村や県猟友会と意見交換を行い

まして、計画案の策定を進めてまいりました。

今後はパブリックコメントを実施しますとと

もに、自然環境保全審議会の意見なども聞きな

がら計画を策定しまして、４月１日からの施行

を予定しているところでございます。

説明は以上でございます。

○下沖山村・木材振興課長 委員会資料の３ペ

ージをお開きください。

林業労働災害の現状と再発防止対策について

であります。

まず初めに、報道にもありましたとおり、今

月の５日と９日に、林業の現場で死亡事故が連

続して発生いたしました。

年末年始は時節柄、労働災害発生のおそれが

高まると考え、林業事業体等への注意喚起を行っ
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ていたところでありましたので、残念な思いで

いっぱいであります。

亡くなられた方、その御家族の皆様に心から

哀悼の意を表します。

それでは、説明いたします。

１の現状についてであります。

（１）の発生件数ですが、グラフをごらんく

ださい。

本県の平成28年の災害件数は69件、うち死亡

災害が３件で、災害件数はデータのある昭和39

年以降で最も少なくなっておりますが、死亡災

害の件数は横ばい状態となっております。

グラフの下の表は、本県と九州の隣県、本県

同様、林業の盛んな道県の状況であります。

北海道が災害件数、死亡災害件数とも全国で

一番多く、本県が２番目となっております。

次に、（２）の作業別の発生割合ですが、伐倒

作業による災害発生件数が全体の30％を占め、

最も多くなっております。

（３）は業種別の災害の発生率、これは全国

の数値ですが、林業は27.0で全産業平均の約12

倍となっております。

（４）は平成28年に発生した３件の死亡災害

の状況であります。

１件目は、チェーンソーを使用して、勾配約50

度の急斜面の立木の伐採を行っていたところ、

バランスを崩し、急斜面を滑落したもの。２件

目は、伐採作業を行っているとき、熱中症によ

り斜面に倒れているところを同僚に発見され、

病院に搬送されたが４日後に死亡したもの。３

件目は、重機を運転し、作業路上にあった倒れ

た木を谷側の路肩に移していたところ、重機と

ともに路肩から約60メートル下に転落したもの

となっております。

４ページをごらんください。

２の対策の（１）これまでの取り組みであり

ます。

写真にありますように、これまで安全確保の

ための研修会、労働災害防止大会、安全衛生指

導員による作業現場等の巡回指導などを実施し

てまいりました。

しかしながら、平成28年に３件の死亡労働災

害が発生し、さらに年明けに続けて２件の死亡

事故が発生しましたことから、（２）の対策を緊

急に実施することにいたしました。

まず、事業主や現場作業員を対象に、緊急集

団指導会を県北、県南、計２カ所で開催いたし

ます。

加えて、２月から３月にかけて、労働基準監

督署や関係団体と合同で緊急パトロールを実施

する予定であります。

災害の防止に特効薬はありませんので、今後

とも継続して粘り強く対策に取り組んでいきた

いと考えております。

以上であります。

○右松委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。

報告事項について質疑をお願いします。

○山下委員 労働災害のことについてお尋ねし

ます。本県で昨年３件の死亡事故が発生してい

るということですが、この亡くなった人たちの

勤務というのは、森林組合に勤めている人たち

ですか、それとも木材業をやっている人たちで

すか、確認とれてる。

○下沖山村・木材振興課長 平成28年に亡く

なった方は、２件が林業事業体、企業の方です。

もう一件が一般社団法人、これは諸塚村にあり

ますけれども、これの団体の方になっておりま

す。

○山下委員 都城で去年の10月だったか、11月
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だったと思うんですが、酪農家の方が、ちょう

ど70歳ぐらいだったんですが、台風16号の風倒

木が、都城でかなり出ましたよね、今回は北風

の戻しが強かったもんですから。自宅から100メ

ーターぐらい離れたところの山で木が倒れたも

んですから、その風倒木の除伐をされておって

亡くなったんですよ。こういう事故は、カウン

トされないんですか。

○下沖山村・木材振興課長 御指摘がありまし

たように、都城でありましたり、また別の市町

村でも、そういった自家でやられた方で災害に

遭われて亡くなった方がおりまして、そういう

方については労働災害にはカウントされており

ません。

あくまでも、林業事業体のほうでの４日以上

の休業なり死亡事故という件数がカウントされ

ているところでございます。

○山下委員 であれば、この統計表というのは、

全国でそういう森林業務に従事されている方の

カウントだろうと思うんですが、それ以外にも

風倒木の除伐をするのにかなりの犠牲もあった

と思うんですが、そういう人たちはカウントさ

れているんですか。

○下沖山村・木材振興課長 全国の数字が出て

おりますけれども、そういった自分で、事故や

災害に遭われた方というのはカウントされてお

りません。

○山下委員 以前、緊急雇用対策事業等で、か

なり森林組合等で募集をかけて雇用があったと

思うんです。

山での作業というのは、かなり熟練の、やっ

てなれていかないと、こういう事故に遭われる

と思うんです。緊急雇用対策等で雇用した方、

そういう人たちもやっぱり今までの中で事故が

かなりあったもんですか。

○下沖山村・木材振興課長 この手元にはそう

いう数字がないんですけれども、経験年数が割

と、１年、２年の方というのはかなり気をつけ

ますので、こういった方はなかなか事故には遭

わなくて、災害に遭われた方というのは大体四、

五年から経験の多い方、なれたころに災害が起

きるというような傾向にあると認識していると

ころであります。

○山下委員 はい、わかりました。

○黒木委員 林業労働災害が多いというのは大

変残念に思っておりますし、今いろんなところ

で話題になっておりますけれども、何とかいい

対策といいますか、継続的に取り組まなければ

いけない問題だと思いますが。この作業別発生

割合を見てみますと、伐倒、集材・運材、造材

関係がパーセントとして高くなっているという

ことで、最近、非常に山が動き出したというこ

とで皆伐が進んでおりますけれども、そういっ

たもので大型機械とかが入って、そして、やっ

ぱりコストを考えることによって、安全対策が

なおざりになっている面もあるんじゃないかな

という話も聞くんですけれども。この林業災害、

特にほかの産業からして多いということについ

て、原因としてはどのような見方をされている

のか、考えがあったらお伺いしたいと思います。

○下沖山村・木材振興課長 やっぱり木材とい

うのは、重量物でありますので、あと、平場じゃ

なくて急斜面でやるというようなことでありま

して、そういったことから、足場もなかなか難

しいところでそういった作業をしますので、災

害が必然と起こりやすいというような状況にな

ると思います。

また、そのために、そういった災害が起きな

いように、労働者に対しては事前に研修をやっ

たりとか、安全講習をやったりとか、そういっ
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たもので災害の防止に努めているところでござ

いますけれども、そういったことは死亡とかけ

がとか、そういう災害が起こる前に、やっぱり

「ひやり」とか「はっと」する事故はこの何倍

もあるわけで、そういったものをなるべく少な

くしていくような、そういった取り組みが大事

じゃないかと考えているところでございます。

○黒木委員 この労働災害が起こる時間の特徴

とか、そういったものは何か顕著なものがある

んでしょうか。

○下沖山村・木材振興課長 死亡災害につきま

しては、私の手元にあるのは午前中とか、それ

から午後１時ごろ─昼の休憩終わってすぐと

かいうのがかなりあります。

それから、夕方の終業間際、５時までとしま

すと４時ごろとか、そういった作業になれてき

てその疲れが出てくるころ、それから作業を開

始した直後、そういったときに災害が起きやす

いような傾向があると考えています。

○黒木委員 けがをした人とかの話を聞くと、

ちょっとした油断でけがをしたんだと。あとこ

れだけやっておこうというときにけがしたとか。

大きな事故につながるということがあるんじゃ

ないかなという気がするもんですから、聞いた

ところです。

実は昨年の暮れに鹿児島県の十島村というと

ころに行ったんですけれども、ここは人口の増

加率が、この５年間、国勢調査で全国で２番目

にふえた、15％ぐらい人口がふえた。

なぜふえたかというと、移住者がふえたとい

うことで。そこに行って若い移住者たちといろ

いろ意見交換会している中で、ちょっとショッ

クなことがあったのは、我々の仲間内で話題に

なっているのは、私が山の出身だという話をし

たら、私たちは林業に物すごく興味があります

と、ただ、私たちの仲間内では、親孝行したけ

れば林業につくなと、なぜかというと災害が多

いという話をしたもんですから、ちょっとショッ

クだったんですけれども。

そういう中ではありますけれども、昨年の暮

れ、美郷町に30代の夫婦と子供３人が移住して

きて、何をしたいかといったら原木シイタケを

やりたいと。とりあえず、作業班にでも入って

現金を稼ぎながら、その道を進んでいったらと

いう話も聞きますし、私の地元でも何か東京か

ら若い20代の男性が移住してくる、その人は何

したいかといったら、やっぱりシイタケをやり

たいと言うけれども、何かほかのことで所得を

得ながら、そういった方向へ進んでいったらど

うかということを聞くもんですから、若い人た

ちのそういう今動きがある中で、移住者たちも

やっぱりネットワークを持っていて、もう林業

についたら危ないよというような意識になった

ら、これ、困ったもんだなあと思うもんですか

ら、県としてできる限りの安全対策について、

これからもしっかりと取り組んでいただきたい

と要望しておきたいと思います。

○山下委員 この平成25年の発生件数、事故件

数から死亡件数もかなり多いんですが、このと

きはやっぱりこの前年が台風か何か来てるんで

すか。

○下沖山村・木材振興課長 これは関連性がな

かなか見つからないところなんですけれども、

平成24年が、件数、死亡災害と少ないんですけ

れど、この年は木材価格が7,000円弱となって一

番安いころで、林業の生産活動が結構かなり停

滞したころじゃないかと考えているところです。

25年になりますと、材価が持ち直しまして、

林業生産活動等がまた活発になって、こういっ

た災害等が起こってきたんじゃないかと考えて
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いるところです。

○山下委員 黒木委員からも言われましたよう

に、今、伐採面積が拡大してますよね。もう機

械に頼らないといけない、以前は人がやっぱり

中心でやっていて人も多かったはずですけれど

も、今は携わる人は少なくて機械に頼らないと

いけないんですが、この事故原因を見ても、

ちょっとした不慮の事故かなと思うんですが、

死亡事故は別として発生件数の中で、例えばチェ

ーンソーで足を切ったとかになるだろうと思う

んですが、要因としてはどういう事故が69件の

中で一番多いですか。

○下沖山村・木材振興課長 事故の方としまし

ては、例えば転落とか墜落とか転倒、それから

激突、被雷、落下とかいろいろあるんですけれ

ども、やっぱり激突とか、切れこすれとか、そ

ういったものが一番多いような状況になってお

ります。

業種によって、運送業の場合は、交通事故で

あったりとかが多いんですけれど、林業の場合

は、刃物で切ったりとかそういったもの。

それから、飛来、落下ということで、伐倒し

た木が倒れてきて落ちたとか、そういった原因

が多いような状況になっております。

○山下委員 最後になりますが、以前、白蝋病

というのがありましたよね。チェーンソー振動

で、ずっと長時間使う人たちの病気というのが

あったんだろうと思うんですが、今、この問題

が余り出てこないんですが、労働災害になるの

かどうかはわかりませんが、その辺の問題は今

どうなっていますか。

○下沖山村・木材振興課長 振動障害認定者数

のお尋ねだと思いますけれども、平成８年以前

はやっぱりかなり多かったんですけれども、だ

んだん数が減ってきておりまして、直近の数で

いきますと、平成26年度に宮崎県内で振動障害

の認定者とされた方が林業で14名、その他で29

名ほどといった状況になっておるところでござ

います。

○井上委員 今、お話を聞いていると、大体、

ああ、そうだろうなあと、事故はそうやって起

こるんだなということを聞かせていただいたん

ですが、一つちょっと気になるのが、全体的に

作業道の関係は余りないというふうに考えてい

いんですか。

その作業道の整備がもっときちんとされてい

れば、事故が減っていくとかということが関係

があるのかないのか。

それとも、作業道は、今、宮崎県内の山から

すると整備は十分であると考えていいのか、そ

のあたりを教えていただけますか。

○下沖山村・木材振興課長 作業道といいます

か、林内の路網密度は、宮崎県は全国で一番発

達しているわけですけれども、作業路が入って

くると、高性能の林業機械とかそういった作業

の機械が入りまして作業がしやすくなるんです。

機械がたくさん入れば、それに安全性を加味し

ながら作業をすれば、災害が起きにくいと考え

ています。

今現在、災害が多いのは架線集材、架線を張っ

て集材する災害の割合がかなり高いので、道路

があれば機械が入って、その機械を安全に使用

することによって、労働者の作業量等も軽減さ

れますし、そういったところで災害が少なくなっ

ていくんじゃないかと考えているところでござ

います。

素材生産量の割合に応じて、やっぱり都道府

県、北海道が一番数が多く、宮崎県も２番目に

多いわけですけれども。素材生産量の割合に比

例して多いので、やっぱりそういったところで
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機械等も整備しながら、安全に作業できるよう

な研修会等もやっていく必要があると考えてい

るところでございます。

○島田副委員長 組織の指導は徹底されるんで

すけれど、一人親方になると、その指導がなか

なかできないんですよね。

我々も監督署と一緒に回るんですけれど、やっ

ぱり毎朝の日報、それをつくるようにというこ

とで、組織は指導されていくんですけれど、一

人親方になるとそういうことができないんです

よ。

土木事業は、現場の監督者が見て指導するわ

けです。でも、林業は自分一人一人が考えてや

るもんだから、やはりここは危険だなと思って

も、それが自分で気づかないんです。そういう

ところで事故が起こると思うんです。

だから、そこはやっぱり組織のほうはしっか

りやってるわけだから、これからふえていくだ

ろう一人親方とか、そういう人たちが、やっぱ

りこの数字の中に死亡事故が残るもんだから、

全体が悪いように見えるんです。

組織はしっかりやっているんですけれど、一

人親方のほうをどう指導していくかが今後の問

題だろうと思います。だから、そこはやっぱり

今後考えてもらいたいなと思います。

○下沖山村・木材振興課長 やっぱり事業体の

方は、朝礼をやって、気をつけるようにという

ことで、いろんな危険等のレクチャーをやるん

ですけれども、一人親方に対してはなかなかし

ないということで、今度、２月と３月にかけま

して現場を巡回指導しますので、一人親方のと

ころも対象にもしておりますので、十分、指導

してまいりたいと考えています。

○山下委員 この第12次の鳥獣保護管理、この

計画の策定についてちょっとお伺いしたいと思

うんですが、第11次と第12次で、新たに入った

のがアナグマ、アオサギ、ゴイサギという３つ

が入っているんですが、これの被害というのは

かなり出ているんですか。

○廣津自然環境課長 鳥獣被害の割合でいきま

すと、イノシシ、鹿で約８割になりまして、あ

と猿が１割ありまして、それで９割を占めてお

ります。

それ以外の鳥獣で残り１割ということで、全

体の被害額にしますと６億2,000万ぐらいで、そ

れ以外で6,000万ぐらいが出ていると。その中で

このアナグマ、アオサギ、ゴイサギ、被害額と

してはその内数に入るわけですけれど、駆除の

実態、被害の発生の実態を言いますと、年間通

じて被害が出ていて、駆除活動も行われている

ということで、今回90日以内に延ばすようにし

たところです。

○山下委員 アナグマの被害というのは、大体、

私たちも想像できるんですが、アオサギ、ゴイ

サギ、これはやっぱり川でアユの稚魚をとった

りするという被害ですか。

○廣津自然環境課長 やっぱり魚の被害という

のがありますし、一部に稲を植えたらそれに取

りつくというようなこともあるみたいです。漁

業の被害が大きいと思います。

○山下委員 この第12次計画の中で渡り鳥、こ

こ辺の実態というのを把握する計画はないんで

すか、この中には入ってないの。

○廣津自然環境課長 この資料では主な部分で

こうやって出しておりますけれど、計画の中で

は、野生鳥獣の調査という項目がありまして調

査するようにしています。

実際、渡り鳥、今、鳥インフルエンザが発生

しましたけれども、それに野鳥のかかわる分が

あるということで、野鳥の渡来調査とそれの「ふ
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ん便調査」というのは、環境省もやっておりま

すし、県独自の調査もやっているところです。

○山下委員 飛来してくる渡り鳥の把握はどこ

が管轄しているの、しているとすればどこの部

署が確認しているの。

○廣津自然環境課長 先ほど言いましたように、

環境省のほうでも独自に調査をやっております

し、自然環境課のほうでも調査を委託してやっ

ているということです。

○山下委員 12月に発生した川南も近くにため

池があったんですよね、今回も脇を小丸川が流

れておりまして、やっぱり農家の防疫もしっか

りとやらないといけないんでしょうけれども、

確定じゃないんですが、どうしても由来という

のが、この時期に渡り鳥が来る、そしてやっぱ

り韓国とかそういうところはかなり発生してい

るわけですから、その由来というのは懸念され

ているんですよね。

自然環境課が窓口であれば、やはり渡り鳥の

飛来する生息数とか、そこの調査をしたらいい

のかなと思うんですが、そこの協議というのは

どのようになされていますか。

○廣津自然環境課長 渡り鳥の調査というのは、

環境省は全国的にやってまして、県レベルで単

独でやっているのは、宮崎県だけじゃないかな

と思っています。

それは、22年から23年にかけて、鳥インフル

エンザで県内で大きな被害が出ました。それを

受けて防疫マニュアル、野鳥対策のものをつく

りまして、その中で県独自でも野鳥の飛来調査

をするようにしたものです。

その調査内容については、畜産担当のほうに

も情報提供をしまして、こういう状況ですよと

いうことでお知らせはしているところです。

○山下委員 ちょっと教えてほしいんですが、

どういう種類の鳥がどれぐらい来ているんです

か。

○廣津自然環境課長 飛来している種類、数に

ついては、ちょっと、今、手元に資料がござい

ませんので、しばらくお待ちいただきたいと思

います。

○山下委員 それで、皆さん方は、野鳥の会と

か、そういうのがあられて調査依頼されている

と思うんですが、私は都城なんですが、サシバ

が10月ぐらいにもう中継して来るわけですから、

全国からやっぱり渡り鳥の調査に来られるポイ

ントがあるんですよ。

それはそれとして、せっかく皆さん方がそう

いう組織、団体にお願いして調査をされるんで

あれば、環境省のほかに、宮崎県ぐらいがこれ

だけの調査をしていますということなんですが、

そういう情報を畜産のほうには流しておられる

ということですので、いち早くそういう飛来数

が多いとか、新たな鳥が来るとか、そういう情

報共有をして、防護策をぴしゃっとしないとい

けないと思うんです。

それは畜産のほうとの連携というのは、生か

されていると思われますか。

○廣津自然環境課長 やはり委員おっしゃるよ

うに、鳥インフルのウイルス自体がずっとある

わけじゃなくて、やはり外から持ち込まれるも

のだろうということで考えておりまして、その

ために野鳥の調査もしています。

畜産担当のほうにも、先ほど言いましたよう

に情報提供をしておりますし、県庁ホームペー

ジに、環境省の分も含めまして飛来数の状況と

いうのは掲載して、皆さんにごらんいただける

ようにはしている状況でございます。

○山下委員 最後の質問ですが、これはいつぐ

らいから調査をかけています。
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○廣津自然環境課長 県のほうで調査しており

ますのが、10月から３月に月２回の調査を実施

しております。

これは、日本野鳥の会にお願いしてやってい

るところです。

○山下委員 お願いされている野鳥の会は何団

体ですか。

○廣津自然環境課長 野鳥の会の宮崎県支部に

お願いしてやっておりまして、それぞれの会員

の方々が、場所としましては一ツ瀬川、大淀川、

五ヶ瀬川、あと巨田池、この４カ所でやってい

ただいているということです。

それから、よろしいでしょうか、先ほどのど

ういった鳥が来ているかという御質問でありま

したけれど、多いのはカモ類で、マガモとかオ

ナガガモ、あとオオバンとかオシドリあたりが

あります。それから、多いものとしてはカルガ

モ、それからヒドリガモ、そういったものが数

としては多いということであります。

○山下委員 わかりました。

○外山委員 関連で１点だけ、これ単純な質問

なんですけれども、この有害鳥獣捕獲にかかわ

る許可日数、これ狩猟免許を持っている方々に

与える日数、これどういう根拠というか、意味

合いで定めなければいけないんですか。

例えば、年間通してでいいような気もするん

だけれど、この180日とか90日以内というのは、

どういうふうに理解したらいいんですか。

例えばイセエビだとか、ああいったものの禁

漁の制度を保つために期間を設けるのはわかる

けれども、これはどう捉えたらいいんですか。

○廣津自然環境課長 基本的には、有害駆除と

いうのは、被害が発生したのを受けて、それに

対応するために捕獲を許可するという制度であ

ります。

その中で、被害が常態化しているものについ

ては、ある一定の捕獲も必要だろうということ

で90日にしているところです。

その中から今回は、鹿、イノシシについて180

日としておりますけれど、これについては、先

ほど言いましたように、本県の農林作物被害の

８割がこの２つであるということ、それから、

国のほうで指定管理鳥獣として生息数を半減さ

せるというような目標を立てているのが鹿とイ

ノシシです。

そういったことで捕獲をもっと促進するべき

であろうという考えなんですけれど、市町村の

ほうからも、もっと期間を延ばしてほしいとい

うことで、この２つについて180日にしていると。

それ以外のものについては、やはり被害の実

態と、結局、銃を使ったりするわけですので、

住民の安全の確保ということで、30日というこ

とで区分けしております。

○外山委員 例えば、イノシシ、鹿は年中被害

があるわけだから、365日にしてもいいような気

もするんですが、なぜこの180日に絞れるものか

なと、その辺がわからないんです。

○廣津自然環境課長 確かに、１年通してとい

う御意見もあるかと思うんですけれど、この有

害駆除の基本的な考え方自体が、その被害が発

生したときに、それを受けて捕獲を許可します

という制度でございます。

それが、一度の被害で１年中、捕獲できるよ

うにするのかというのもちょっとどうかという

ことで、年２回ぐらいはそういった被害の実態

を確認しながらやっていくというようなこと

で、180日と考えております。

○外山委員 わかりました。

例えば、１月に被害が出て180日で、６月に出

れば180日、１年を通してそういう考えでいいん
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ですか。

○廣津自然環境課長 被害が確認された都度、

申請されて、許可ができるということです。

○黒木委員 この保護管理事業計画は、先ほど

の説明では市町村からいろいろ要望があって、

それに対応して５年間の計画を変更するという

ことでありますけれども、策定したら５年間は

どんな例外もないといいますか、これはもう５

年間の中で計画を変更することはできないわけ

でしょうか。

○廣津自然環境課長 この計画は、国が５年に

一遍、基本方針を出します。それに沿った形で

５年ごとにつくり変えているものです。

11次計画も５年前につくったんですけれど、

その間に鳥獣保護法の改正がありまして、途中

で中身の変更を行っています。

そういったことで、法律とか制度の改正とか

あれば、見直していくということになります。

○黒木委員 この鳥獣保護区、特別保護地区、

これは計画よりも少なくなったというのは、も

う結局計画どおりではなかったということで、

それは言えば、この保護区域があるから、そこ

が繁殖地になっていて鳥獣被害が減らないんだ

ということでこうなったという説明ではなかっ

たかと思うんですけれども、この鳥獣保護区は

公有林が多いのか、民有林が多いのか、どれぐ

らいの割合なんでしょうか。

○廣津自然環境課長 割合としては把握してお

りませんが、今、設定しているところがかなり

奥地のほうになります。民有地もありますけれ

ど、国有林が含まれる部分もあります。

○黒木委員 県有林はこの保護区があるわけで

しょうか。

○廣津自然環境課長 ちょっとお待ちください、

確認をいたします。

○黒木委員 なら、ほかの質問で。ニホンキジ

は11次計画から半減ということになると思うん

ですけれども、先ほどの説明ではもうキジがふ

えたということであったと思うんです。キジを

放鳥する場合は、キジを飼育する業者から買い

上げて放鳥しているということですか。

○廣津自然環境課長 放鳥用のニホンキジを養

殖されている方がおられて、そこから購入して

放鳥しております。

○黒木委員 それは県内からですか。業者数は

幾つかあって、何者からか購入しているんでしょ

うか。

○廣津自然環境課長 キジを放鳥用で養殖され

ているのは、県内では１者です。

あとは、キジ肉ということで、食用で養殖さ

れているところが２カ所ほど県内にあるという

ことで承知しております。

○黒木委員 １者であれば、半分になったら経

営的に困るんじゃないかなと、8,000羽ぐらい

だったら、そんなに経営的にも影響ないと考え

ていいわけですか。

○廣津自然環境課長 この程度であれば、経営

的には成り立つということで考えております。

○黒木委員 ちょっと余計な心配でどうも済み

ません。

この許可に関する事項で、囲いわなから今度

は箱わな、もしくは、つき網を用いてとること

も許可ができるということですけれども、この

箱わなは結局イノシシですよね、鹿は箱わなで

はとれないですよね。

今、聞くところによると、箱わなはかなりか

けているんですよね。そして、イノシシが最近

とれんと、箱わなで小さい子供のイノシシまで

とってしまうから、とれんようになったんじゃ

ないかなとか話も聞きますし、ことしはどうも
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とれんという話を聞くもんですから、問題は鹿

だということをいろいろ奥地では聞くんです。

これが５年間変更できないということになれば、

何か鹿を捕獲する対応をするような、そういう

のをとることが重要ではないかなというんで、

これは農林業者の自衛手段が広がったというこ

とで、ありがたいことだと思うんですけれども、

そういった対策というものも必要ではないかな

と。今のところそういう対策がないからできな

いんでしょうけれども、そういうような感じが

したところです。

ただ、これが自衛手段として広がるというこ

とは、大変ありがたいことだと思いますし、ま

た、先ほどから話題になっております許可日数

も、イノシシ、鹿の日数がふえた、そしてこれ

まで少なかった、30日以内だったアオサギとか

ゴイサギ、これはもうかなりふえてますから、

これも大変ありがたいことだなと思います。

それから、先ほどありましたように、みずか

らの事業地内でということになってますよね。

これ11次でも12次でもそうですけれども、みず

からの事業地内というのは、自分の土地という

わけではないですよね。これ、どこまでの範囲

と判断したらいいんでしょうか。考えようによっ

ては、どこでもいいよということにもなるし、

自分の所有する土地内ならいいよということな

のかな、これはどういうふうに判断したらいい

んでしょう。

○廣津自然環境課長 農林業者が事業を営む事

業地ということで、田畑、それから森林で事業

を営まれて、そこから収入を得ている部分につ

いて事業地と。所有に限らず、借り上げて農作

物をつくるというような場合もあると思います

ので、そういった場合も含まれると思います。

それから、先ほど県有林が含まれるのかとい

う御質問ありましたけれど、県有林にも鳥獣保

護区が含まれておりますが、その面積がどれぐ

らいというのは、この場ではちょっとお答えが、

資料として、データとしてございません、申し

わけありません。

○黒木委員 県有林のほうは結構多いと。

○廣津自然環境課長 面積でどれぐらいという

のは、ただいま手元に数字がありませんので、

どれぐらいかという話になりますと難しいんで

すけれど、割合としては、民有林のほうが多い

ということで考えております。

○黒木委員 ちょっとよくわからないんですけ

れど、かつて県有林が保護しているんじゃない

かということを聞いたことがあったもんですか

ら、どれぐらいかなと思って。あなたたちが保

護しているから、被害が減らないんだというよ

うなことも聞いたことがあるもんですから、ど

ういう実態かなと思って、それをお聞きしたと

ころでした。はい、いいです。

○山下委員 ちょっと確認をさせてください。

渡り鳥なんですが、ことし11月だったかな、

早くに北海道のほうで渡り鳥からインフルの陽

性が出たんですよね。青森でブロイラー、採卵

農家やったかな、インフルエンザが出たんです

よ。

我々は当初、ことしはこっちの九州より北海

道、東北のほうに渡り鳥の飛来が多くなったの

かなと、昨年、ことし、そういう思いでおった

んです。幾分かもう安心もしていたんですが、

東北のほうが結局渡り鳥が多いんだろうなとい

う思いを持っていました。

だけれど、12月の二十何日でしたかね、発生

して、また今回出たということで、皆さん方は

渡り鳥の調査をされておって、ことし飛来する

のがおくれているのか、通年同等程度で来てい
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るのか、そこの把握というのはされていますか。

○廣津自然環境課長 県内の飛来の状況を過去

２年ぐらいと比べてみますと、平成26年に県内

でも２件、家禽の鳥インフル発生しましたけれ

ど、そのときと同じような飛来の仕方といいま

すか、増加の仕方をしているという状況でござ

います。

全国的には、環境省が年末に緊急会議、検討

会議を開いておりますけれど、その中では、全

国的に例年に比べて飛来数が多いというような

状況にはないというようなことで、分析がされ

ているようでございます。

○山下委員 せっかくそういうデータがあるん

だったら、鳥フルも出たことですから、できれ

ばこの委員会にでも渡り鳥の飛来状況とか、説

明してくれるとありがたかったなあという思い

ですが、また機会があれば出していただくとあ

りがたいんですけれど。

○右松委員長 資料の請求ということでよろし

いでしょうか。

○廣津自然環境課長 資料を取りそろえて、ま

た御提供したいと思います。

○山下委員 お願いします。

○井上委員 ちょっと気になるのは、量もさる

ことながらコース、どっちのほうから来たかで

すよ。大体どの方向から来ているのかという、

北から来るわけだけれども、どのあたりを通っ

てきたやつかという調査はできないんですよね。

○廣津自然環境課長 どの方向からというとこ

ろまでは、今の段階でできてないんですけれど、

言われておりますのは、九州については朝鮮半

島経由で来ているものが多い。北海道、東北に

ついては、シベリアのほうから大陸経由でやっ

て来る、シベリア経由で北日本に入ったものが、

寒さが進むにつれて南のほうにおりてくるとい

う、そういった状況はおおまかにはございます

が、今現在、県内に飛来しているものがどの経

由というところまでは把握できておりません。

○河野委員 確認ですけれど、有害鳥獣捕獲の

許可日数の件で、180日以内というのは、先ほど

外山委員にも答弁がありましたが、時期の確認

をちょっとしたいんですが、もう一回答弁をお

願いできないでしょうか。

○廣津自然環境課長 許可の時期としましては、

農林作物への被害が出たときに、被害を受けた

方から依頼された方が捕獲許可申請をされます。

それで、その申請を受けた市町村が現地調査

なりをして許可するということで、許可の時期

としては、被害が発生した都度ということにな

ります。

○河野委員 結局、予防的な発想で、被害が出

そうだというデータに基づいて先に捕獲を始め

るとか、そういうことではないということです

よね。

○廣津自然環境課長 基本的には、被害が発生

したのを受けてからの許可手続になりますけれ

ど、制度としては、今、委員がおっしゃられた

ように、激しい被害が常態化している、年間を

通じてずっと続いているというようなことがあ

る場合には、過去のそういう被害発生の状況と

かを調査・分析して、それをもとに予察捕獲と

いうことで、前もって許可する制度はございま

す。

○河野委員 勉強させていただきたいんですけ

れど、（３）のほう、先ほど黒木委員の答弁にあ

りましたけれど、結局、狩猟免許を有してない

方にも捕獲が拡充しました。

ちょっと確認したいんですけれど、捕獲後の

取り扱いについて何か規制が、変化があるのか、

もう今までどおりというか、任せるというか、
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そういうことなのか。

○廣津自然環境課長 捕獲した後の鳥獣の処分

ということだろうと思いますけれど、それは捕

獲した方のやり方になると思うんですが、少な

くともその場に放置とか、そういったことはで

きませんので、他の環境に影響を及ぼすような

処理の仕方はできない。地中に埋めるのであれ

ば、ある程度の深さのところに埋めるとか、そ

ういった処理が必要になります。

○河野委員 これ拡充されるわけですから、行

政側からそういう徹底というのを考えているか

どうか。

○廣津自然環境課長 有害駆除の許可の事務に

ついては、今は市町村のほうに移譲してありま

すので、こういった許可の対象が規制緩和され

て広がったということでありますので、確かに

そういった小型の鳥獣、自分で捕獲できるよう

になったんですけれど、そういった処理の方法

とか、また逆に言いますと、リスクもないわけ

ではありませんので、そういったことを含めて、

申請をされる方にしっかり許可する前に指導し

ていただけるように、県としても市町村へ担当

者会議などでそういったところを伝えていって、

慎重な対応をしていただくようにお願いしたい

と思っております。

○右松委員長 ほかにありますでしょうか。な

いでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○右松委員長 それでは、以上をもちまして環

境森林部を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前10時57分休憩

午前11時１分再開

○右松委員長 委員会を再開いたします。

その他、何かありますでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○右松委員長 ないようですので、以上をもち

まして本日の委員会を終了いたします。

午前11時１分閉会


